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◆講義項目◆      ※庁内実施のご相談も承っております。担当までご連絡ください。 
  
Ⅰ はじめに 
１．所有者不明土地の現状 

２．相続放棄の現状 

３．所有権放棄の現状 

４．所有者不明土地の利用の円滑化等に関する 

特別措置法成立の背景 

５．骨太の方針２０１７、２０１８ 
 

Ⅱ 現行法による所有者不明土地の解決方法 
１．所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策  

最終とりまとめ 

２．所有者の所在の把握が難しい土地に関する 

探索・利活用のためのガイドライン 

（1）所有者情報の調査方法 

（2）土地所有者が把握できなかった場合の解決方法 

（3）多人数の相続への対応 

（4）渉外相続への対応 

（5）相続財産管理制度 

（6）不在者財産管理制度 

（7）記名共有地 

３．所有者不明私道への対応ガイドライン 

（1）共有物に関する民法のルール 

（2）ケーススタディ 

※現状の解決方法に加え、現行法での課題、その解消のための 

特別措置法についても言及してまいります。 
 

Ⅲ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する

特別措置法について 
１．所有者不明土地を円滑に利用する仕組みについて 

（1）公共事業における収用手続の合理化・円滑化 

（所有権の取得） 

（2）地域福利増進事業の創設（利用権の設定） 

２．所有者の探索を合理化する仕組みについて 

（1）所有者探索における行政機関による公的情報の利用 

（2）登記官による長期相続登記等未了土地の記録制度 

３．所有者不明土地を適切に管理する仕組みについて 

  地方公共団体の長等による財産管理人の選任申立権の付与
 
 
 

Ⅳ 農業経営基盤強化促進法等の改正 
１．所有者不明農地・林地の利活用促進 

２．農業経営基盤強化促進法等の改正 
 

Ⅴ 今後の所有者不明土地問題への対策 
１．所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議 

２．土地所有の在り方（国土審議会土地政策分科会特別部会）

（1）土地所有に関する基本制度の見直しについて 

（2）地籍調査の円滑化・迅速化について 

３．登記制度・土地所有権の在り方等に関する研究会 

（1）変則型登記の解消するための方策の検討 

（2）登記簿と戸籍等の連携による所有者情報を 

把握する仕組みの検討 

（3）所有権の放棄、その帰属先の検討 

（4）相隣関係、共有関係の検討 

４．所有者不明土地問題研究会Ⅱ 

    所有権を手放す仕組みと受け皿について 

５．住民生活のグローバル化や家族形態の変化に 

対応する住民基本台帳制度等のあり方に関する研究会

    除票等の交付期間について 
 

 

＜講師紹介＞  

白井綜合事務所 司法書士・土地家屋調査士・行政書士  

白井 聖記 氏
平成 ４年   司法書士登録 

平成２５年  静岡県司法書士会副会長 

平成２９年  法務省 共有私道の保存・管理等に 

関する事例研究会 委員 

現在  日本司法書士会連合会  

空き家・所有者不明土地問題等対策部 部委員 

一般社団法人静岡県公共嘱託登記司法書士協会理事長

静岡県司法書士会 空き家・未登記問題対応 

小委員会委員長

【著書】 

道路をめぐる実態を伴わない登記の概要・課題と 

対応の実務・展望 －登記未履行道路の解消を－ 

(特集 実態を伴わない登記をめぐる諸問題) (市民と法 №88）

 
………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 
日本経営協会・中部本部（担当：竹本・里見）行 （この面をそのままＦＡＸしてください）    ＦＡＸ（０５２）９５２－７４１８ 

□日本経営協会会員  □一 般 （該当する方にレ印を付けてください） 
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フ リ ガ ナ 

所属・役職 
担当経験

年数 参 加 者 氏 名 
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月
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※ご請求書の宛名についてお知らせください 【 □団体名と同じ・ □異なる（宛名                         ）】 
※参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。                                             

①参加券や請求書の発送などの事務処理 ②セミナーなど本会事業のご案内 なお②がご不要の場合は、右□にチェックしてください。    □  
※太枠内にご記入ください。3 名様以上でお申込の場合は、別紙等に記載しあわせてお送りいただくか、複写してご利用ください。 

最新の政省令に対応するため、講義項目が

一部変更になる場合がございます。 


